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平成平成平成平成２５２５２５２５年度年度年度年度    庄原市庄原市庄原市庄原市当初当初当初当初予算予算予算予算のののの概要概要概要概要    
    
第第第第１１１１    本 市本 市本 市本 市 のののの 財 政 環 境財 政 環 境財 政 環 境財 政 環 境                                            
 平成２３年度普通会計決算では、臨時財政対策債の大幅な減少により歳入における経常一般財

源が減少したことに加え、高齢化の進行への対応や子育て支援の充実などにより社会保障関係経

費の増加が続き、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は９５.３％と、対前年度比３.２ポイン

トの上昇となった。 

 一方、公債費負担適正化計画に沿った計画的な市債発行により義務的経費である公債費の抑制

が図られ、財政健全化判断比率となる実質公債費比率は、依然として高い水準にあるものの、２

０.２％と対前年度比１.１ポイントの改善が図られた。普通会計における市債の残高は、前年度

末と比較し約１９億１千７百万円減少するなど、一定の成果を挙げている。 

また、自主財源の根幹をなす平成２５年度の税収については、固定資産税は平成２４年度の評

価替えに伴い減少するものの、個人市民税が年少扶養控除の廃止に伴う所得控除額の減による増

加が見込まれることなどにより、市税全体では、ほぼ前年度並みを見込んでいる。 

しかし、このところの中国地方の景気は、輸出産業を中心に海外経済減速や中国での販売不振

を背景として下降傾向にあり、本市においても景気は足踏み状態となっている。 

さらに依然として公債費負担が重くのしかかる中、福祉や医療、少子高齢化対策などの社会保

障費の増加や地域産業の振興、市民の安全・安心を守る施策など時代の要請に的確に対応するた

めの財政需要が増加を続け、財政環境の厳しさは今後においても続くものと思われる。特に、本

市の普通交付税の算定は、合併に伴う算定替の特例が適用され、平成２７年度から段階的に縮減、

平成３２年度より皆減することとなる。このため、この合併算定替による特例期間が終了する平

成２６年度までに、持続可能な財政構造の構築へ向けた取り組みを進めることが必要である。 

 さて、国の平成２５年度予算の成立は、昨年１２月の政権交代に伴い大幅に遅れる見通しであ

るが、その予算編成の基本方針は「強い経済は、国力の源泉である。強い経済の再生なくして、

財政の再建も、日本の将来もない。」とし、日本経済再生に向けては、大胆な金融政策、機動的

な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の「三本の矢」を一体として実行していくとしている。

その考え方の下、平成２５年度予算は、緊急経済対策に基づく大型補正予算と一体的なものとし

て、いわゆる「１５カ月予算」として編成することとし、地方財政については、地方税・地方交

付税等の一般財源の総額を確保するとしつつも、地方公務員の給与削減措置による地方交付税の

減額を見込んでいる。 

本市の平成２５年度予算においては、企業の廃業や活動の低迷、雇用の縮小など引き続き厳し

い経済情勢であるが、現在の市政を取り巻く諸課題の解決のため、また安全・安心な市民生活支

援の優先性の確保や地域経済の停滞を避けるため、「切れ目のない」予算執行を行うこととし、

通年での予算編成とした。厳しい財政環境の下、市民生活の安全・安心を確保するため、市民生

活に直結する「福祉・医療・健康づくり」、子どもたちの「教育環境の充実」を図ることを基本

とした。 

さらに、農林業や観光・商工業の振興など地域産業の維持・活性化に対応した事業、夢と活力

ある美しいふるさとを創造するため、長期総合計画の将来像「“げんき”と“やすらぎ”のさと

やま文化都市」への着実な推進と実現に向け、その後期実施計画に計上された各種施策・事業を
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当初予算規模当初予算規模当初予算規模当初予算規模のののの推移推移推移推移
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一般会計 特別会計 水道事業会計 病院事業会計 比和財産区特別会計

計画的に推進することとした。中でも自治振興区の活動支援など「協働のまちづくり」や小中学

校の耐震化対策など「子育て支援・教育環境の整備」などの特定事業と位置づけた施策の推進、

また農業自立振興や観光振興、定住促進など「重点戦略プロジェクト」の推進を図る予算編成と

したところである。 

    
第第第第２２２２    本 市本 市本 市本 市 のののの 予 算 規 模予 算 規 模予 算 規 模予 算 規 模                                            
 平成２５年度の一般会計の予算規模は、２９７億３,０７９万円で、前年度比１８億５,３７１

万円、５.９％の減で、合併以来２番目の少額予算規模となった。特別会計においては、新設する

休日診療センター特別会計を含めた１４会計の総額で１３２億２,８６２万円となり、前年度比で

３億６,１００万円、２.７％の減額となった。 

 また、水道事業会計と病院事業会計を加えた公営企業会計は、２６億４,１０３万円で、前年度

比７,１５１万円、２.８％の増額である。 

この結果、一般会計、特別会計及び公営企業会計に比和財産区特別会計の２８９万円を合わせ

た市全体の予算規模は、４５６億３３２万円で、前年度比で２１億４,２８６万円、４.５％の減

額となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：億円】 

 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

一般会計 326.3 302.4 285.3 314.6 309.5 317.2 325.1 315.8 297.3 

特別会計 200.8 199.8 196.5 140.0 130.8 128.8 133.7 135.9 132.3 

水道事業会計 13.1 15.8 14.7 21.0 17.4 12.0 11.7 12.9 13.4 

病院事業会計 17.8 17.4 17.3 15.3 15.9 15.4 13.6 12.8 13.0 

比和財産区 0.02 0.04 0.02 0.02 0.03 0.03 0.11 0.03 0.03 

合 計 558.1 535.3 513.9 490.9 473.6 473.4 484.2 477.5 456.0 

【単位：億円】 
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第第第第３３３３    一 般 会 計一 般 会 計一 般 会 計一 般 会 計 のののの 概 要概 要概 要概 要                                            
 

【【【【歳歳歳歳    入入入入】】】】    
    

市税市税市税市税     ３７３７３７３７億億億億８８８８ ,,,,１６９１６９１６９１６９万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 2,6722,6722,6722,672万円万円万円万円 、、、、 ００００ ....７７７７ ％％％％ 増増増増 】】】】     

自主財源の根幹となる市税収入は、個人市民税では景気低迷の影響などがあるものの、年少扶

養控除の廃止に伴う増加が見込まれる。また、法人市民税では一部業種に収益改善がみられるこ

とによる増加が見込まれ、個人、法人を合わせた市民税全体では、前年度比３.１％増の１５億５,

８８６万円となっている。 

固定資産税では、家屋について平成２４年度の評価替えに伴う大幅な減価があったため、固定

資産税全体では前年度に比べ１，９４３万円、１.０％減の１８億７,２２４万円を見込んでいる。 

市たばこ税については、前年度並みの２億１,８６１万円を見込んでいる。 

 

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税     ４４４４億億億億３３３３ ,,,,４０５４０５４０５４０５万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 294294294294万円万円万円万円 、、、、 ００００ ....７７７７ ％％％％ 増増増増 】】】】     

地方譲与税は、前年度比０.７％増の４億３,４０５万円を見込んでいる。その内訳は、自動車

重量譲与税（前年度比２９３万円、１.０％減）の３億３２１万円、地方揮発油譲与税（前年度比

５８８万円、４.７％増）の１億３,０８４万円である。 

 

地方消費税交付金等地方消費税交付金等地方消費税交付金等地方消費税交付金等     ４４４４億億億億６７８６７８６７８６７８万円万円万円万円 【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比3,6983,6983,6983,698万円万円万円万円、、、、８８８８....３３３３％％％％減減減減】】】】    

主なもののうち、利子割交付金については、前年度比５.５％減の９９５万円、配当割交付金は、

前年度比９.７％減の６２７万円、株式等譲渡所得割交付金は、前年度比２１.２％減の１６０万

円、地方消費税交付金は、前年度比８.６％減の３億６,５２１万円をそれぞれ見込んでいる。 

 

自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金自動車取得税交付金     １１１１億億億億２２２２ ,,,,７９５７９５７９５７９５万円万円万円万円 【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比1,8711,8711,8711,871万円万円万円万円、、、、17.117.117.117.1％％％％増増増増】】】】    

乗用車の販売台数は、昨年９月のエコカー補助金終了後、減少傾向にあったが、反動減の影響

は和らぎつつあるため、前年度比１７.１％増の１億２,７９５万円を見込んでいる。 

 

地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金     ６９８６９８６９８６９８万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 37373737万円万円万円万円 、、、、 5.05.05.05.0％％％％ 減減減減 】】】】     

地方特例交付金については、住宅借入金等特別税額控除による個人市民税の減収額分を見込ん

でおり、前年度比５.０％減の６９８万円を計上している。 

 

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税     １５４１５４１５４１５４億億億億９９９９ ,,,,５６８５６８５６８５６８万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 2,8972,8972,8972,897万円万円万円万円 、、、、 0.20.20.20.2％％％％ 減減減減 】】】】     

昨年９月に公表された総務省の平成２５年度地方交付税の概算要求では、国の出口ベースで前

年度比１.５％減の総額１７兆１,９７０億円となっている。なお、臨時財政対策債を含めた実質

的な地方交付税の総額は前年度に比べ１,２１３億円、０.５％増の２３兆７,０９１億円となって

おり、これらのことを踏まえ次のとおり見込んでいるが、昨年１２月の政権交代に伴い、国の新

年度予算編成作業が大幅に遅れ、特に地方交付税については、その内容が不透明な状況である。 

平成２５年度の本市の地方交付税では、前年度比２,８９７万円、０.２％減の１５４億９,５６

８万円（普通交付税１４０億１,６００万円、特別交付税１４億７,９６８万円）を見込んでいる。 
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 なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は、前年度比４,９６７万円、０.３％

増の１６６億２,２６８万円を見込んでいる。 

    

<<<<参参参参    考考考考>>>>    実質的実質的実質的実質的なななな地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの推移推移推移推移（H17～H23は決算額、H24は当初予算額及び見込額、H25は当初予算額） 

年  度 普通交付税 特別交付税 
臨時財政 

対 策 債 
合  計 

(実質的な地方交付税) 

平成17年度 121億  73万円 17億3,005万円 9億8,910万円 148億1,988万円 

平成18年度 121億8,101万円 16億6,014万円 8億7,810万円 147億1,925万円 

平成19年度 128億1,215万円 15億3,214万円 7億9,671万円 151億4,100万円 

平成20年度 131億4,124万円 15億3,285万円 7億4,625万円 154億2,034万円 

平成21年度 134億3,792万円 16億1,231万円 11億5,817万円 162億  840万円 

平成22年度 143億1,169万円 18億9,703万円 15億1,082万円 177億1,954万円 

平成23年度 142億8,141万円 18億5,178万円 11億1,525万円 172億4,844万円 

平成24年度

【当初予算】 

143億7,455万円 

  【141億4,284万円】 

14億円(未定) 

【13億8,181万円】 

11億2,702万円 

【10億4,836万円】 

169億 157万円(未定) 

【165億7,301万円】 

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度    140140140140億億億億1,6001,6001,6001,600万円万円万円万円    14141414億億億億7,9687,9687,9687,968万円万円万円万円    11111111億億億億2,7002,7002,7002,700万円万円万円万円    166166166166億億億億2,2682,2682,2682,268万円万円万円万円    

 

分担金及分担金及分担金及分担金及びびびび負担金負担金負担金負担金     ３３３３億億億億５５５５ ,,,,３０８３０８３０８３０８万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 510510510510万円万円万円万円 、、、、 1.41.41.41.4％％％％ 減減減減 】】】】     

分担金及び負担金は、前年度比１.４％減の３億５,３０８万円を見込んでいる。主な内訳は、 

保育所運営費保護者負担金等の児童福祉費負担金が２億７,１０６万円、老人保護措置費負担金が

６,２３２万円となっている。 

  

使用料及使用料及使用料及使用料及びびびび手数料手数料手数料手数料     ３３３３億億億億４４４４ ,,,,７３０７３０７３０７３０万円万円万円万円【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 1,2711,2711,2711,271万円万円万円万円 、、、、 3.83.83.83.8％％％％ 増増増増 】】】】    

使用料及び手数料は、前年度比３.８％増の３億４,７３０万円を見込んでいる。主な内訳は、 

公営住宅等の住宅使用料が１億６,７８７万円、一般廃棄物処理手数料が８,６３３万円、戸籍証

明等の総務手数料が２,５７９万円、斎場使用料が１,５８６万円、次いでし尿処理施設投入料が

１,０９８万円となっている。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな増額要因増額要因増額要因増額要因はははは、、、、市民住宅市民住宅市民住宅市民住宅としてとしてとしてとして雇用促進住宅宮平宿舎雇用促進住宅宮平宿舎雇用促進住宅宮平宿舎雇用促進住宅宮平宿舎をををを購入購入購入購入することにすることにすることにすることに伴伴伴伴うううう住宅使用住宅使用住宅使用住宅使用

料料料料のののの増増増増によるによるによるによる。。。。 

     

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金     ２０２０２０２０億億億億７７７７ ,,,,９７３９７３９７３９７３万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 2222億億億億 757757757757万円万円万円万円 、、、、 9.19.19.19.1％％％％ 減減減減 】】】】     

国庫支出金は、前年度比９.１％減の２０億７,９７３万円を見込んでいる。国庫負担金が１３

億４,００６万円で、主な内訳は、自立支援給付事業費負担金が３億９,７８５万円、生活保護費

負担金が３億６,５６８万円、次いで児童手当負担金が３億４,１８９万円となっている。国庫補

助金は６億９,３９９万円で、道路新設改良、庄原駅周辺の土地区画整理事業等に対応する社会資

本整備総合交付金が２億９,９２３万円、東城小学校改築事業や庄原中学校改築事業に対応する学

校施設環境改善交付金が１億５,５００万円、道整備交付金が１億１,０００万円等となっている。 

 なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減額要因減額要因減額要因減額要因はははは、、、、とうじょうとうじょうとうじょうとうじょう自治総合自治総合自治総合自治総合センターセンターセンターセンター整備整備整備整備事業事業事業事業やややや高野観光交流高野観光交流高野観光交流高野観光交流ターミナルターミナルターミナルターミナル（（（（道道道道

のののの駅駅駅駅））））整備事業整備事業整備事業整備事業のののの終了終了終了終了にににに伴伴伴伴うううう社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金社会資本整備総合交付金のののの減減減減、、、、平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年７７７７月発生月発生月発生月発生のののの災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業災害復旧事業

のののの終了終了終了終了によるによるによるによる災害復旧費国庫負担金災害復旧費国庫負担金災害復旧費国庫負担金災害復旧費国庫負担金のののの大幅減大幅減大幅減大幅減などであるなどであるなどであるなどである。。。。    
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県支出金県支出金県支出金県支出金     ２２２２１１１１億億億億４４４４ ,,,,５２７５２７５２７５２７万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 １１１１ 億億億億 7,7867,7867,7867,786万円万円万円万円 、、、、 7.77.77.77.7％％％％ 減減減減 】】】】     

県支出金は、前年度比７.７％減の２１億４,５２７万円を見込んでいる。県負担金が５億８, 

９３６万円で、主な内訳は、自立支援給付事業費負担金が１億９,８９３万円、後期高齢者医療保

険基盤安定負担金が１億４,０１２万円、次いで児童手当負担金が７,４５１万円となっている。

県補助金は１３億９,２３９万円で、主な内訳は、中山間地域等直接支払交付金が４億６,７１５

万円、ひろしまの森づくり事業補助金が１億３,５６７万円、次いで、重度心身障害者医療費公費

負担事業費補助金が９,９６９万円となっている。県委託金は１億６,３５２万円で、主な内訳は、

参議院議員や広島県知事の選挙費委託金が８,９７８万円、個人県民税徴収取扱委託金が５,３９

７万円となっている。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減額要因減額要因減額要因減額要因はははは、、、、路網整備事業費路網整備事業費路網整備事業費路網整備事業費のののの減減減減によるによるによるによる森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化・・・・林業再生事業補助金林業再生事業補助金林業再生事業補助金林業再生事業補助金のののの大大大大

幅減幅減幅減幅減、、、、休日休日休日休日診療診療診療診療センターセンターセンターセンター整備事業補助金整備事業補助金整備事業補助金整備事業補助金やややや未来創造支援事業補助金未来創造支援事業補助金未来創造支援事業補助金未来創造支援事業補助金のののの皆減皆減皆減皆減などであるなどであるなどであるなどである。。。。    

 

財産収入財産収入財産収入財産収入     ４４４４ ,,,,８４６８４６８４６８４６万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 4,2814,2814,2814,281万円万円万円万円 、、、、 46.946.946.946.9％％％％ 減減減減 】】】】     

財産収入は、前年度比４６.９％減の４,８４６万円を見込んでいる。主な内訳としては、土地

建物貸付収入が２,２５８万円、基金運用等に係る利子及び配当金が８４５万円となっている。 

 

寄附金寄附金寄附金寄附金     ７７０７７０７７０７７０万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 230230230230万円万円万円万円 、、、、 23.023.023.023.0％％％％ 減減減減 】】】】  

寄附金においては、庄原市ふるさと応援寄附金７００万円を見込んでいる。 

 

繰入金繰入金繰入金繰入金     ８８８８ ,,,,０６８０６８０６８０６８万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 2,4022,4022,4022,402万円万円万円万円 、、、、 22222222.9.9.9.9％％％％ 減減減減 】】】】     

繰入金については、前年度比２２.９％減の総額２,４０２万円を計上している。主な内訳とし

ては、庄原中学校改築事業へ充当するための学校施設整備基金１,４７４万円、東城小学校改築事

業へ２,１２０万円の繰入れ、また工業団地造成事業特別会計から３，８３８万円の繰入れを計上

している。 
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基金残高基金残高基金残高基金残高のののの推移推移推移推移
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財政調整 減債 地域振興 その他特定目的 土地開発

 

<<<<参参参参    考考考考>>>>    財政調整基金等取崩財政調整基金等取崩財政調整基金等取崩財政調整基金等取崩しのしのしのしの推移推移推移推移                                                                （H24及びH25の決算は見込額）      【単位：億円】    

財政調整基金 減 債 基 金       地域振興基金 
そ の 他 

特定目的基金 
合  計 

 

当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 

平成17年度 4.9 3.2 0 0 0 0 2.2 1.7 7.1 4.9 

平成18年度 6.6 6.6 0 0 5.0 0 1.9 3.2 13.5 9.8 

平成19年度 2.7 0 0 0 0 0 3.4 6.7 6.1 6.7 

平成20年度 3.5 2.8 0.1 2.0 2.0 2.0 4.5 2.8 10.9 9.6 

平成21年度 2.0 2.0 0 0.9 1.8 0.6 1.2 1.5 5.0 5.0 

平成22年度 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0.3 

平成23年度 1.0 0 0 0 0.1 0.1 0.5 0.5 1.6 0.6 

平成24年度 0.7 3.8 0 0 0 0 0.3 0.3 1.0 4.1 

平成25年度 0 0 0 0 0 0 0.4 0.4 0.4 0.4 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

【単位：億円】    

 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

財政調整基金 10.2 6.5 12.1 11.5 12.4 15.0 16.9 16.8 18.6 

減債基金 0.9 0.9 2.7 0.9 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 

地域振興基金 35.0 39.9 39.8 38.4 37.9 38.0 37.9 37.9 37.9 

その他特目基金 14.4 11.2 4.7 2.0 1.3 1.3 0.8 0.6 0.3 

土地開発基金 0.5 0.5 0.7 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 

合 計 61.0 59.0 60.0 53.5 52.3 55.1 56.4 56.1 57.6 

    

【単位：億円】 
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市債残高の推移（一般会計）
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【単位：億円】

市債市債市債市債     ３７３７３７３７億億億億５５５５ ,,,,４４４４００００００００万円万円万円万円 【【【【 対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比 11113333億億億億 7777,206,206,206,206万円万円万円万円 、、、、 22226666.... 8888％％％％ 減減減減 】】】】     

市債については、長期総合計画の後期実施計画に計上した各種整備事業を実施するための財源

などとして、総額３７億５,４００万円（前年比２６.８％減）を計上しており、市債依存度は１

２.６％となる。主な内訳は、道路新設改良、消防組合負担金、医療対策、自治振興事業等に係る

辺地・過疎対策事業債が９億５,５８０万円、学校整備や市道・農道整備、区画整理等に係る合併

特例事業債が１４億６,４３０万円、臨時財政対策債が１１億２,７００万円となっている。 

なお、公債費負担適正化計画（平成２４年度見直し策定分）での発行枠４１億２６４万円に対

して、平成２５年度発行予定額は３７億５,４００万円であり、計画内での発行としている。 

 

 

    
    
    
    
        
    
    
    
    
    
    
    
    
    

    

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

▲125.0億円 
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【【【【歳歳歳歳    出出出出】】】】    
    
議会費議会費議会費議会費    ２２２２億億億億２２２２,,,,００００９９９９８８８８万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比１１１１,,,,９３１９３１９３１９３１万円万円万円万円、、、、８８８８....００００％％％％減減減減】】】】    

議員人件費は、市議会議員定数が、２５人から２０人となることから、前年比２,８４７万円の

減となっている。また、議会運営事業においては、新たに政務活動費を計上している。 

 

総務費総務費総務費総務費    ３５３５３５３５億億億億３３３３,,,,６３０６３０６３０６３０万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比３３３３億億億億９９９９,,,,９８４９８４９８４９８４万円万円万円万円、、、、１０１０１０１０....２２２２％％％％減減減減】】】】    

企画費においては、７地域の個性や特性を発揮し、連携しながら発展するクラスター型のまち

づくり実現に向けた事業予算を計上するとともに、産学官連携による地域活性化策として、県立

広島大学が有するシーズを活用し、地域課題解決・産業振興・地域活性化に係る研究事業を支援

する経費を継続計上している。 

自治振興費では、自治振興区活動の支援と活性化のため自治振興区振興交付金・特別振興交付

金、活動促進補助金、地域リーダー育成事業及び２１自治振興センターの指定管理委託料に係る

経費等を継続計上するとともに、新たに東城自治振興センターへ指定管理者制度を導入し管理運

営を自治振興区へ委託するほか、西城自治振興センターなどの改築費用を計上した。また、引き

続き、より安心して暮らすことができる地域づくりを推進するために、地域の見回りや、地域活

性化のための事業・行事の企画、地域課題の調査等を行なう「地域マネージャー」を設置した自

治振興区に対して交付する地域マネージャー活用事業交付金を計上した。   

さらに、平成２４年度に引き続き庄原市のまちづくりの基本理念となる「庄原市まちづくり基

本条例」の施行に係る所要経費を計上している。 

定住促進費では、Ｕ・Ｉターンの促進、定住人口の増加を図るための「定住促進プロジェクト」

に基づき、Ｕ・Ｉターン定住者起業支援事業補助金、住宅取得・改修支援事業補助金、自治振興

区定住促進活動補助金を計上するとともに新婚世帯家賃支援補助金を継続することとしている。 

情報推進費では、地上デジタル放送受信不能地域への支援のため、引き続き共聴施設の整備補

助金を計上している。 

防犯関係経費では、生活安全相談員を本庁及び東城支所に配置するための人件費など所要額を

計上している。また、中国横断自動車道尾道松江線開通に合わせて口和インターチェンジ付近へ

防犯カメラを設置するための経費を計上した。 

生活交通対策費では、自治振興区が主体となって移動手段の確保を行う市民タクシー事業補助

など生活交通路線確保に要する経費、地域生活バス等の運行経費、過疎地有償運送補助金（総領

地域）など所要の経費を計上した。また、庄原、西城、及び高野地域の生活バス等車両購入経費

を計上している。 

賦課徴収費においては、これまで同様、市税の滞納整理強化に努めるとともに、住民の納税等

に関する利便性の向上と納税手段の拡大を通じて収納率の向上を図るよう、引き続きコンビニ収

納に関する経費など、賦課徴収に係る所要の経費を計上した。また、平成２４年度に効率的で市

民に分かりやすい課税を行うため導入した土地評価システム及び家屋評価システムのリース料な

どの必要経費を計上している。 

選挙費では、平成２５年度には参議院議員、県知事、市長及び市議会議員が任期満了となるた

め、各選挙における所要額を計上した。 
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なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減減減減額要因額要因額要因額要因はははは、、、、とうじょうとうじょうとうじょうとうじょう自治総合自治総合自治総合自治総合センターセンターセンターセンター整備事業整備事業整備事業整備事業のののの完了完了完了完了によるものであるによるものであるによるものであるによるものである。。。。    

 

民生費民生費民生費民生費    ７７７７２２２２億億億億６６６６,,,,０８７０８７０８７０８７万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比９９９９億億億億５５５５,,,,６８４６８４６８４６８４万円万円万円万円、、、、１１１１１１１１....６６６６％％％％減減減減】】】】    

社会福祉総務費では、ひとり暮らし高齢者等を地域で見守る“おたがいさまネット事業”の委

託、戦没者追悼式・平和記念式典の開催、民生委員児童委員の活動支援、社会福祉協議会の運営・

活動支援、国民健康保険特別会計繰出金等に係る経費を計上している。 

老人福祉費では、「高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（平成２４年度～平成２６年度）の施

策を推進するため、ひとり暮らし高齢者等巡回相談事業やデイホーム事業などによる高齢者等の

生活支援、在宅介護高齢者世帯に対する家族介護支援やシルバー人材センター運営支援、老人ク

ラブ活動助成など高齢者の活動促進のための経費等を計上したほか、高齢者世帯等雪下ろし補助

金を計上している。また、新たに地域介護・福祉空間整備交付金事業及び介護基盤緊急整備等基

金補助事業を活用し、介護環境の整備に必要な経費を計上した。 

障害者福祉費では、障害者福祉計画の趣旨に沿って、障害者の福祉向上と自立促進、誰もが安

心して暮らすことのできる地域社会の実現に向けた諸施策に要する経費を計上した。法令に基づ

く福祉サービスの提供や支援事業、日常生活用具の給付事業に加え、障害者相談支援員及び障害

者支援アドバイザーを継続設置し、発達障害をはじめ、複雑・多様化する障害者の個別相談に丁

寧に対応するとともに、適切な支援・助言に努める。その他の主な市単独事業として、障害者関

係団体の運営・活動支援、福祉タクシー券の交付事業、じん臓障害者の通院や福祉事業所が行う

利用者の送迎、自家用車等での通所に要する費用助成のほか、重度心身障害者在宅介護手当を支

給する。 

福祉医療対策については、「重度心身障害者医療費助成」、「乳幼児等医療費助成」及び「ひとり

親家庭等医療費助成」の事業に取り組むこととしている。 

人権推進費については、「人権講演会」や「人権啓発セミナー」などを開催し、市民の人権意識

の高揚を図るため、人権啓発に積極的に取り組む。 

男女共同参画推進費では、男女が互いの人権を尊重しながら、能力と個性を十分に発揮できる

男女共同参画社会の形成に向けて市民の理解と意識改革を図るため、パネル展や講座の開催等の

啓発事業を推進するとともに、市内事業所に対する意識調査を実施するために必要な経費を計上

した。また、ＤＶ相談等のため、引き続き、女性相談員（週５日）の設置に必要な経費を計上し

ている。 

児童福祉費では、保育サービスの充実、子育て支援事業・発達支援事業の推進、放課後児童の

健全育成及びファミリー・サポートを柱とした事業の推進に係る経費を計上している。 

保育所費においては、新たに庄原保育所及び高野保育所の指定管理料を計上したほか、各保育

所の管理・運営に要する経費を計上している。 

子育て支援事業においては、引き続き、育児相談や子育て家庭のつどいの場の提供、子育てサ

ークルの支援等、安心して子育てのできる事業を展開する。また、発達支援や保護者への育児相

談を充実させて児童虐待を予防するため、引き続き、庄原地域及び東城地域において発達支援事

業を行うこととし、その所要額を計上している。放課後留守家庭児童に対しては、放課後児童ク

ラブを運営し、教育委員会との連携を図りながら児童の居場所づくり及び安全の確保、保護者が

安心して就労できる環境づくりを推進する。また、引き続き事業所内の託児所に対し運営補助金
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を交付し、出産・育児に伴う若年層の離職抑制、福利厚生の充実を図るとともに、子育て家庭の

経済的負担軽減のため、出産祝い金を交付することとしている。 

「児童手当」については、３歳未満の子ども１人につき月額１万５千円、３歳以上中学校修了

前の子ども１人につき月額１万円（ただし、３歳以上小学校修了前の第３子以降の子ども１人に

つき月額１万５千円、特例給付に係る子ども１人につき月額５千円）を支給するための所要額を

計上している。 

また、平成２４年８月の子ども・子育て関連３法の成立を受け、平成２６年度に庄原市子ども・

子育て支援事業計画（平成27年度～平成31年度）を策定するため、そのニーズ調査に必要な経費

を計上した。 

 災害支援費では、新年度においても、宮城県東松島市へ東日本大震災災害支援活動職員を引き

続き派遣するため、その所要額を計上している。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減減減減額要因額要因額要因額要因はははは、、、、庄原保育所及庄原保育所及庄原保育所及庄原保育所及びびびび高野保育所移転改築事業高野保育所移転改築事業高野保育所移転改築事業高野保育所移転改築事業のののの完了完了完了完了やややや国民健康保険特別会国民健康保険特別会国民健康保険特別会国民健康保険特別会

計計計計へのへのへのへの財政安定化支援財政安定化支援財政安定化支援財政安定化支援分分分分のののの繰出繰出繰出繰出のののの減減減減額額額額などによるものであるなどによるものであるなどによるものであるなどによるものである。。。。    

 

衛生費衛生費衛生費衛生費    ２２２２００００億億億億８９８９８９８９万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比４４４４億億億億１１１１,,,,２７８２７８２７８２７８万円万円万円万円、、、、１１１１７７７７....１１１１％％％％減減減減】】】】    

保健衛生総務費では、救急医療対策として休日・夜間の診療体制の確保、婦人科外来の維持、

各地域にある診療所の管理運営経費の計上に加え、既設光ケーブルを活用し市内の病院・診療所

をネットワークで接続する「地域医療連携ネットワーク」の運営に係る経費を計上したほか、平

成２４年度に整備した休日診療センターを運営するため、新たに「休日診療センター特別会計繰

出金」を計上している。さらに、医療従事者育成奨学金貸付事業により、本市の医療を支える人

材を育成し、市内の医療従事者の確保を図ることとしているほか、医師会、庄原赤十字病院、庄

原市の三者で構成する「庄原市の地域医療を考える会」によって、本市の地域医療の確保・充実

に向けて取り組むこととしている。 

生活習慣病対策費では、健康増進事業、健康診査事業、健康づくり事業に要する経費を計上し

たほか、第２次庄原市食育推進計画（平成２６年度～平成３０年度）策定のための所要額を計上

している。健康診査事業では、がん検診について、検診手帳と無料クーポン券を配布し検診の受

診率の向上を図ることとしている。 

母子保健費では、「乳幼児健康診査事業」「妊婦一般健診事業」「新生児聴覚検査事業」「幼児こ

ころの発達相談事業」などを実施し、母親と乳幼児の健康の保持及び増進を図るとともに、引き

続き、不妊治療に対する支援を実施する。また、歯科保健の意識向上のため、新たに「妊婦歯科

健康診査事業」に取り組むための所要額を計上した。 

予防費では、ポリオやインフルエンザ、日本脳炎等予防接種事業の実施と、麻しん・風しん排

除計画に基づく定期予防接種を実施し、市民の感染症予防に努める。また、子宮頸がん予防接種

や小児用肺炎球菌予防接種、ヒブ予防接種については、継続して実施する。精神保健費では、引

き続き「うつや自殺」予防に係る所要額を計上している。 

環境衛生費では、環境にやさしい自然エネルギーの積極的な利用、地球温暖化防止の推進を目

的として、太陽光発電システムの設置に対する補助金を継続計上している。 

斎場費では、新斎場の建設に向けて、地形測量及び環境影響調査に係る経費を計上した。 

公害対策費では、引き続き、自動車騒音常時監視に係る経費を計上している。 



 11 

清掃費では、一般廃棄物処理施設等の整備を国の循環型社会形成推進交付金事業として計画的

に進めて生活環境の保全に寄与するため、循環社会形成推進地域計画の策定に要する経費を計上

した。また、「リサイクルプラザ」をはじめ、「備北クリーンセンター」、「東城ごみ固定燃料化施

設」及び「東城し尿処理施設」などのごみ・し尿の処理を行う一般廃棄物処理施設の管理運営経

費を計上している。 

このほか、水道事業への補助金、出資金として２億４,７３７万円を計上したほか、飲料水確保

事業として、２３基分の供給施設整備補助金を計上している。 

病院費では、西城市民病院の運営支援費１億６,２３２万円を計上した。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減減減減額要因額要因額要因額要因はははは、、、、庄原赤十字病院西棟増改築事業及庄原赤十字病院西棟増改築事業及庄原赤十字病院西棟増改築事業及庄原赤十字病院西棟増改築事業及びびびび休日休日休日休日診療診療診療診療センターセンターセンターセンター整備事業整備事業整備事業整備事業のののの完了完了完了完了

によるものであるによるものであるによるものであるによるものである。。。。    

 

農林水産業費農林水産業費農林水産業費農林水産業費    ２２２２４４４４億億億億１２７１２７１２７１２７万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比１１１１億億億億８８８８,,,,７３８７３８７３８７３８万円万円万円万円、、、、７７７７....２２２２％％％％減減減減】】】】    

農業費では、「農業自立振興プロジェクト」に基づく「こだわり米産地育成モデル事業」「新規

就農者総合支援事業」の充実を図るとともに、「がんばる農業支援事業」「和牛振興対策事業」「土

づくりによる地域ブランド化事業」等に継続的に取り組むことにより「農業による定住社会の復

活」を目指し、農家所得の向上と地域農業の底上げを図ることとしている。また、同プロジェク

トによる各種事業の実施・展開・充実を図るため、引き続き㈱庄原市農林振興公社へ「農産物販

売業務」や「農作業受託業務」等を委託する経費を計上するとともに、農作業受委託に必要な機

械の購入費を計上した。さらに、農業生産法人等への地域振興作物推進のための施設整備等に対

する補助事業を計上したほか、第３期対策の４年目となる中山間地域等直接支払事業交付金、農

業生産法人の育成・支援事業補助金及び飼料が高騰したときに酪農・養豚経営を支援するための

「配合飼料利用支援事業補助金」等、畜産経営に対する補助事業や農業者の設置した堆肥センタ

ーの改修費等に対する補助金を引き続き計上した。このほか、新たな事業として広島県が実施す

る既存畜産環境関連施設の長寿命化を図るためのストックマネジメント事業への負担金を計上し

ている。 

林業費では、「木質バイオマス活用プロジェクト」に基づく、ペレットストーブ・薪ストーブ等

の購入補助金、木質バイオマスエネルギー事業化推進会議負担金及び森のペレット工場管理運営

事業の継続実施により、引き続き循環型社会構築の実現に取り組むこととしている。また、「ひろ

しまの森づくり事業」や「森林整備加速化・林業再生事業」等により、間伐・林内路網整備等の

促進を図ることとしたほか、「地域木材住宅建築普及奨励金」を継続して、市木材の利用促進及び

林業経営の振興を図る。さらに、新たな事業として、森林の資源循環を図り、多面的・公益的機

能を発揮させるよう伐採跡地の再造林支援補助金を計上している。 

有害鳥獣被害防止対策では、引き続き県の交付金を活用し、集落単位で有害鳥獣被害防止対策

に取り組むための防除柵購入に対する補助金を計上したほか、非常勤特別職員で編成する「鳥獣

被害対策実施隊」によって一斉捕獲など実効性の高い対策を実施するとともに、通常の捕獲につ

いては、有害鳥獣捕獲班に委託することとし、その所要額を計上した。さらに、鳥獣被害対策実

施隊の人員確保のため、狩猟免許の取得・更新に関する補助金を引き続き計上している。 

林道及び治山事業費では、小規模崩壊地復旧事業経費（８地区）及び幹線林道整備事業（１路

線）に伴う負担金、大規模林道賦課金を計上した。 
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耕地費では、県営土地改良事業（ため池２箇所、農道１路線）の負担金、小規模農業基盤整備

事業経費（ため池２箇所、土地改良区補助金【ため池５箇所、水路３路線、農道１路線】）、基盤

整備促進事業経費（農道２路線、水路２路線、調査設計１地区、土地改良区補助金【頭首工１箇

所、水路１路線、調査設計１地区】）等を計上している。 

農業集落排水費では、農業集落排水事業特別会計繰出金として、施設の維持管理等に必要とな

る経費を計上した。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減額要因減額要因減額要因減額要因はははは、、、、森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化・・・・林業再生事業林業再生事業林業再生事業林業再生事業やややや県営土地改良事業負担金県営土地改良事業負担金県営土地改良事業負担金県営土地改良事業負担金のののの減減減減額額額額によによによによ

るものであるるものであるるものであるるものである。。。。    

 

商工費商工費商工費商工費    ５５５５億億億億６６６６,,,,２７４２７４２７４２７４万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比７７７７,,,,５５５５６６６６６６６６万円万円万円万円、、、、１１１１１１１１....９９９９％％％％減減減減】】】】    

商工振興費では、商工業の振興を図るため、これまで同様に商工会議所及び商工会運営費・事

業費への助成を計上している。また、新たに地域振興事業補助金（「丼」の普及による地域振興事

業、アイディア創出事業）を計上した。さらに、中心市街地の賑わいと活力の再生として、店舗

の家賃補助、改修経費及び賑わい創出につながるイベント実施費用を助成する「まちなか活性化

補助金」を継続する。このほか、日常生活用品を提供している最寄買い店舗が改装する場合の補

助事業経費を計上している。また、交流サロンラッキー、楽笑座、三楽荘の管理運営等に要する

経費に加え、東城まちなみ整備事業では、都市計画区域内に情報案内板を整備するため、その設

計に要する経費を計上している。 

観光交流費では、「観光振興プロジェクト」に基づき、観光による地域再生プログラム構築の中

心的組織として設立した庄原市観光協会に、観光を総合的に振興していくための事業を委託して

実施するための所要額を計上したほか、庄原・三次の観光ＰＲと連携イベント等「広域観光事業

コーディネート事業」に要する経費については、引き続き県緊急雇用対策基金を活用することと

し、その所要額を計上している。さらに、広告宣伝効果の高い事業として、高野町出身の漫画家

「瀬尾公治さん」の人気漫画「君のいる町」とのコラボ事業に要する経費を計上したほか、比婆

道後帝釈国定公園が指定５０周年の節目を迎えることからその記念事業への負担金を計上してい

る。 

また、各観光交流施設の維持管理に要する経費及び計画的な施設修繕、備品整備並びに環境整

備に要する経費を計上し、観光振興及び交流促進の拡大を図ることとしている。このほか、各地

域で実施する観光交流イベントへの支援経費を計上し、庄原市内の観光資源を活かした連携強化

に努める。 

企業立地対策費では、厳しい経済情勢の中、市営工業団地への積極的な企業誘致活動を行うた

め、企業戸別訪問旅費、全国へのＰＲを図るため新聞広告料等を計上し、分譲用地の早期完売と

雇用の拡大を目指す。 

なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減額要因減額要因減額要因減額要因はははは、、、、中小企業融資預託金中小企業融資預託金中小企業融資預託金中小企業融資預託金のののの減額減額減額減額やややや東城東城東城東城駅前駅前駅前駅前ポケットパークポケットパークポケットパークポケットパーク整備事業整備事業整備事業整備事業のののの完了完了完了完了

にににによるものであるよるものであるよるものであるよるものである。。。。    

    

 

土木費土木費土木費土木費    ２５２５２５２５億億億億７７７７７７７７９９９９万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比６６６６億億億億５５５５,,,,９３８９３８９３８９３８万円万円万円万円、、、、２０２０２０２０....８８８８％％％％減減減減】】】】    

道路橋梁費においては、長期総合計画の実施計画に基づき、引き続き計画的な事業推進に取り
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組むこととし、道路維持修繕事業では、市道環境整備事業を継続して実施するための道路草刈り

作業実施交付金を計上している。災害防除事業では、法面改良を４路線、橋梁維持事業では、橋

梁の長寿命化修繕計画策定に加え、計画に基づく修繕工事の設計に要する経費を計上した。道路

新設改良事業では、単独事業の継続１６路線、新規１路線、補助事業の道整備交付金事業の継続

１０路線と社会資本整備総合交付金事業の継続６路線の新設改良経費をそれぞれ計上している。 

都市計画費においては、都市再生整備事業で、東城市街地の市道五反田堰切線の改良経費を計

上した。また、街路事業では、継続路線として県施工の「都市計画道路 高小路線」の改良負担金、

用地事務経費を計上している。公園費においては、新たに、公園長寿命化計画策定に要する経費

を計上した。さらに、庄原駅周辺地区土地区画整理事業では、平成２４年度に引き続き測量調査

費、物件移転補償費及び区画道路工事費を計上したほか、宅地造成工事費を計上している。この

ほか公共下水道事業に対する特別会計への繰出金を計上した。 

住宅費では、市営住宅の屋根の大規模改修工事を１団地、公共下水道への接続事業として１団

地１０戸を予定している。また、「小規模建築等事業者支援事業補助金」を継続することとして１

００件分計上したほか、「建築物吹付けアスベスト除去工事等補助金」及び「木造住宅耐震診断及

び耐震改修工事費補助金」をそれぞれ継続して計上している。さらに、平成２３年度に取得した

雇用促進住宅の管理経費等を計上するとともに、市民住宅の浴槽・給湯設備４０戸分の改修経費

を計上したほか、新たに雇用促進住宅宮平宿舎を取得するための所要額を計上した。 

    なおなおなおなお、、、、主主主主なななな減額要因減額要因減額要因減額要因はははは、、、、高野観光交流高野観光交流高野観光交流高野観光交流ターミナルターミナルターミナルターミナル（（（（道道道道のののの駅駅駅駅））））整備事業整備事業整備事業整備事業のののの完了完了完了完了によるものであるによるものであるによるものであるによるものである。。。。    

 

消防費消防費消防費消防費    １２１２１２１２億億億億１１１１,,,,１０９１０９１０９１０９万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比８８８８,,,,０５２０５２０５２０５２万万万万円円円円、、、、７７７７....１１１１％％％％増増増増】】】】    

常備消防費では、備北地区消防組合への負担金として、新たに、高規格救急車、指揮広報車、

ポンプ車等設置、庄原署屋上防水工事及び消防救急無線デジタル化に要する経費を計上している。 

非常備消防費では、消防団活動に要する必要経費を計上したほか、消防後援会活動補助金を継

続し計上している。 

消防施設費においては、消防施設の充実・整備を図るため、新年度は、消火栓を庄原地区（５

基）及び東城地区（２基）へ設置する。また、小型動力ポンプ付積載車を庄原地区、西城地区、

高野地区へそれぞれ１台導入することとしている。 

防災費では、広島県総合行政通信網維持管理費等所要の防災対策経費に加え、「自主防災組織活

動補助金」を計上している。 

    なおなおなおなお、、、、主主主主なななな増額要因増額要因増額要因増額要因はははは、、、、消防救急消防救急消防救急消防救急デジタルデジタルデジタルデジタル無線整備事業無線整備事業無線整備事業無線整備事業にににに要要要要するするするする経費経費経費経費のののの新規計上新規計上新規計上新規計上によるものでによるものでによるものでによるもので

あるあるあるある。。。。    

 

教育費教育費教育費教育費    ３５３５３５３５億億億億７７７７,,,,３６２３６２３６２３６２万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比９９９９億億億億３３３３,,,,４４４４８３８３８３８３万円万円万円万円、、、、３５３５３５３５....４４４４％％％％増増増増】】】】    

学校管理費は、市内全小中学校を対象に、学校施設・設備環境の向上を目的に、ＰＣＢ廃棄物

の運搬処分、焼却炉ダイオキシン類調査、体育館ワックス清掃、校舎などの雨漏り・漏水対策に

要する経費を計上したほか、各学校の管理運営等に要する経費を計上している。また、総領中学

校の寄宿舎廃止に伴い、新たにスクールバスの運行に係る経費を計上した。 

学校整備費は、庄原中学校改築事業に係るグラウンド照明、外構工事、旧屋内運動場・旧武道

場解体に係る経費を計上したほか、東城小学校校舎改築事業に係る校舎建築や旧校舎解体、仮設
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校舎のリースに係る経費、庄原小学校改築工事に係る実施設計業務委託料を計上している。また、

美古登小学校南側校舎の耐震診断や小奴可小学校プール整備工事の実施設計に係る経費を計上し

た。 

奨学金事業費では、高等学校、大学、短大及び専修学校等で修学する生徒・学生に対する貸付

及び高等学校等で修学する生徒に奨学金を支給するための所要額を計上している。 

教育振興費では、引き続き市独自の一斉学力調査を実施し、児童・生徒の思考力・表現力の育

成の成果を検証し、授業改善を図る。また、特別支援教育支援員の配置、及び専門家による巡回

相談事業を継続実施し、障害をもつ児童生徒の学習状況や生活状況に即した指導の充実を図って

いくほか、小学校の複式学級の学習指導や生徒指導を充実させるために必要な経費を計上してい

る。また、平成２４年度に引き続き体験活動を推進することとし、小学校２校及び中学校１校に

おいて、体験活動を実施するための所要額を計上した。 

社会教育費では、平成２５年度から新たにセンター化する１自治振興センターを加えた２２自

治振興センターにおいて、生涯学習委託事業を継続実施して生涯学習の推進を図ることとしてい

る。その他、「放課後児童クラブ」の補完を行う「放課後子ども教室」に係る経費を計上している。

また、自治・自立の理念に基づく地域の底力「地域力」を醸成するための生涯学習推進事業（地

域力醸成事業）を実施する。 

人権教育の推進については、市民の人権意識の高揚と人権教育の推進を図るため、各地域に人

権教育推進委員を委嘱し、自治振興センターを中心に学習会や講演会等を開催することとしてい

る。 

図書館費では、図書館システムの老朽化に伴い、システム更新に要する経費を計上した。また、

「東城自治振興センター」と合わせて整備した東城分館を含む図書館の管理運営に要する経費を

計上した。 

文化財保護については、各種文化財保護に係る事業や文化財の活用・啓発に係る経費を計上し

たほか、広島県の指定重要文化財「木造十一面観音菩薩立像」修復のための補助金を計上してい

る。また、埋蔵文化財調査関係では、佐田峠遺跡発掘調査・報告に関する経費等を計上している。 

 文化振興については、「庄原子どもミュージカル」、「林英哲ふるさとコンサート」への補助金や

市内文化団体の支援など文化の振興に取り組むこととしている。 

市民会館関係では、旧庄原保育所部分を市民会館駐車場として整備するために必要な経費を計

上したほか、「東城自治振興センター」と合わせて整備した「東城文化ホール」の管理運営に要す

る経費を計上している。 

文化施設及び博物館・資料館については、市民の文化意識の向上と地域資源としての活用を図

るとともに、管理運営に係る経費を引き続き計上した。 

保健体育費では、生涯スポーツの振興について、市民スポーツ活動の普及とスポーツ人口の拡

大を図るため、スポーツ少年団等の団体育成やスポーツフェスティバル等の各種大会の開催支援

に加え、レベルアップスポーツ教室や西城温水プールにおいて水夢フェスティバル、ベビースイ

ミング教室などを開催し、より多くの市民に、継続的にスポーツに親しむ環境を提供することと

している。また、社会体育施設については、各施設の管理運営に係る経費を計上した。さらに、

元ニッテツグラウンドを取得し、庄原スポーツ広場として整備するための所要額を計上している。 

学校給食費については、東城学校給食共同調理場の整備に必要な経費を計上した。また、庄原
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地域、西城地域、口和地域及び総領地域の給食調理業務等を委託するための所要額を計上すると

ともに、各地域の学校給食に要する経費を計上した。 

 なおなおなおなお、、、、主主主主なななな増増増増額要因額要因額要因額要因はははは、、、、東城小学校改築事業費東城小学校改築事業費東城小学校改築事業費東城小学校改築事業費、、、、東城学校給食共同調理場整備事業東城学校給食共同調理場整備事業東城学校給食共同調理場整備事業東城学校給食共同調理場整備事業費費費費のののの増増増増額額額額及及及及

びびびび屋外施設整備屋外施設整備屋外施設整備屋外施設整備事業事業事業事業（（（（庄原庄原庄原庄原スポーツスポーツスポーツスポーツ広場広場広場広場））））のののの着手着手着手着手によによによによるものであるるものであるるものであるるものである。。。。    

 

災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費    １１１１億億億億３３３３,,,,６３３６３３６３３６３３万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比７３７７３７７３７７３７万円万円万円万円、、、、５５５５....７７７７％％％％増増増増】】】】    

災害復旧費については、平成２２年度発生豪雨災害を教訓として、現年災害復旧事業で万が一

に備え、応急工事等を含め迅速な事業執行が図れるよう委託料、工事費等を計上している。 

 

公債費公債費公債費公債費    ６６６６１１１１億億億億７７７７,,,,３８１３８１３８１３８１万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比２２２２億億億億３７３３７３３７３３７３万円万円万円万円、、、、３３３３....２２２２％％％％減減減減】】】】    

公債費については、公債費負担適正化計画による市債の計画的発行に努めてきたことにより、

前年度に対し、２億３７３万円の減額計上としている。 

なお、平成２５年度末の一般会計における市債の現在高見込額は４３５億９,５１６万円となり、

平成２４年度末より１３億８９万円（２.９％）減となる見込みである。 

 

諸支出金諸支出金諸支出金諸支出金    ３３３３,,,,９０１９０１９０１９０１万円万円万円万円【【【【対前年度比対前年度比対前年度比対前年度比３３３３,,,,８５０８５０８５０８５０万円万円万円万円、、、、７７７７,,,,５１９５１９５１９５１９....３３３３％％％％増増増増】】】】    

諸支出金については、工業団地造成事業特別会計からの繰入金を財政調整基金に積立すること

として予算計上した。 
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第第第第４４４４    特 別 会 計特 別 会 計特 別 会 計特 別 会 計 のののの 概 要概 要概 要概 要                                            
 
１１１１    住宅資金特別会計住宅資金特別会計住宅資金特別会計住宅資金特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ６,７７２ ６,７４１ ３１ ０.５ 

２）予算概要 

        住宅資金貸付けに係る地方債の元利償還金と貸付金の徴収経費を計上している。公債費につ

いては前年度比同額で、予算額は全体で０．５％の増額となり、ほぼ横ばいとなっている。 

        歳入では、貸付金元利収入の現年度分を２８９万円、滞納繰越分を３１２万円、合せて６０

１万円を計上している。住宅新築資金等償還推進助成事業補助金については、補助対象経費の

見直しにより前年度比６万円の増額を計上している。 

 

２２２２    歯科診療歯科診療歯科診療歯科診療所特別会計所特別会計所特別会計所特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ２６,５２０ ２８,３６４ ▲１,８４４ ▲６.５ 

２）予算概要 

総領歯科診療所の運営に係る経費を計上している。 

  歳入では、外来収入を前年度当初予算に比べ２１８万円を減額し、２,５１９万円を計上して

いる。また、一般会計からの繰入金については、３０万円増額している。 

歳出では、診療報酬委託料、光熱水費、備品購入費等を計上している。 

 

３３３３    休日診療休日診療休日診療休日診療センターセンターセンターセンター特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 １５,０９８ ― １５,０９８ 皆増 

２）予算概要 

平成２５年４月から運用を開始する庄原市休日診療センターの運営に係る経費を計上してい

る。初年度の年間診療日数は７１日、診療日１日あたりの患者数を約２０人と見込んでいる。 

歳出では、診療業務、看護及び薬剤管理業務等に係る委託料をはじめ、医療用消耗器具及び

医薬品衛生材料経費のほか、光熱水費等の施設管理経費を計上している。 

歳入では、診療収入を１,１１８万円見込んでいる。一般会計繰入金については、３９１万円

を計上している。 
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４４４４    国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ４,３６４,００８ ４,５５８,６５９ ▲１９４,６５１ ▲４.３ 

２）予算概要 

  歳出では、高齢者割合の増加及び疾病構造の変化、医療の高度化の進展などにより、一人当

たり医療費は増加しているものの、被保険者数は年々減少している状況にあり、保険給付費全

体では１億８,３９９万円の減額を見込んでいる。 

  歳入では、歳出面での保険給付費総額の減少に伴い、保険給付費に対する定率負担である療

養給付費国庫負担金、財政調整交付金が合わせて８,０１８万円減額となることに加え、国民健

康保険税についても、被保険者数の減少により２,１７９万円の減額を見込んでいる。 

  一般会計繰入金では、前年度に計上した財政安定化支援事業繰入金の過年度整理分が皆減と

なったことなどにより、１億６２９万円の減額となっている。 

  歳入不足を補う財政調整基金からの繰入金は、３,８０２万円増額の７,３４７万円を計上し

た。 

 

５５５５    国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計国民健康保険特別会計（（（（直診勘定直診勘定直診勘定直診勘定））））    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 １０５,１３９ １０９,１４２ ▲４,００３ ▲３.７ 

２）予算概要 

国民健康保険総領診療所の運営に係る経費を計上している。 

歳入では、外来収入を前年度当初予算に比べ５２４万円を減額し、９，５１４万円を計上し

ている。事業勘定繰入金については、前年度当初予算に比べ１０５万円を増額し、２７１万円

を見込んでいる。 

歳出の総務費では、職員４名分の人件費、派遣医師負担金、診療所一般管理費等を計上し、

医業費では、医薬材料費、医療用消耗品等を計上している。 

 

６６６６    後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計後期高齢者医療特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ６６０,６４５ ６４６,３２６ １４,３１９ ２.２ 

２）予算概要 

「後期高齢者医療制度」は、平成２０年４月よりすべての７５歳以上の方を対象に創設され５

年が経過した。制度開始直後に見直された保険料徴収の選択性や、低所得者の保険料の軽減対

策等については現在も継続されており、制度内容についても定着してきている。 

歳出では、広域連合への派遣職員を含む２名分の職員人件費９８４万円を計上し、その他、

一般事務経費を８２万円、保険料徴収にかかる事務経費１４２万円等を計上している。後期高

齢者広域連合への納付金６億４,８０５万円は、徴収した保険料、保険基盤安定繰出金、広域連
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合への事務費負担金がその内容となっている。 

歳入では、保険料として特別徴収保険料３億４,３４２万円、普通徴収保険料９,６１３万円

を見込んでいる。一般会計からの繰入金は、職員給与費等繰入金を４２８万円、事務費等繰入

金２,３９１万円、保険基盤安定繰入金を１億８,６８３万円、合計２億１,５０１万円を見込ん

でいる。諸収入では、広域連合からの派遣職員の人件費負担金５５６万円を計上している。 

 

７７７７    介護介護介護介護保険保険保険保険特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ６,００２,６４６ ５,８４８,７８３ １５３,８６３ ２.６ 

２）予算概要 

今年度の予算規模は６０億２６５万円、前年度比２.６％、１億５,３８６万円の増となって

いる。増加の主な要因としては、要介護認定者数の伸びや重度化の進行よる各種サービス利用

の増大等に伴う給付費の増で、主なものでは、居宅介護サービス給付費９,２７２万円の増、施

設介護サービス給付費２,１１９万円の増、地域密着型介護サービス給付費５,１６９万円の増

を見込んでいる。 

地域支援事業費は、介護予防特定高齢者施策事業の職員人件費について一般会計から介護保

険特別会計へ計上したため１,４２５万円の増となり、合計で１,７８４万円の増となっている。 

また、総務費では認定調査等費及び前年度計上していた制度改正パンフレット等の作成費が

不要になったことによる趣旨普及費が減となり、４２６万円の減となっている。 

歳入のうち、介護保険料は、１,８３８万円の増を見込んでいる。 

また、国・県支出金等にあっては給付費の増加に伴い、国庫支出金にあっては４,３４６万円、

支払基金交付金にあっては４,９４９万円、県支出金にあっては２,１０５万円の増を見込んで

いる。 

一般会計からの繰入金についても、主に給付費の増加に伴い、２,１８０万円増の８億６,５

３９万円を見込んでいる。 

 

８８８８    介護介護介護介護保険保険保険保険サービスサービスサービスサービス事業事業事業事業特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ５３,０９７ ４９,３７９ ３,７１８ ７.５ 

２）予算概要 

市内７カ所に設置した地域包括支援センターにおける「介護予防給付」のケアプラン作成（指

定介護予防支援）事業にかかる予算を計上している。職員人件費については、一般会計から介

護保険サービス事業特別会計へ計上したため４４９万円の増となり、歳出合計で３７２万円の

増となっている。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入を４,２５７万円見込み、一般会計繰入金を１,０５

３万円計上している。 
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９９９９    公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計公共下水道事業特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ９６２,４２５ １,１８５,７３４ ▲２２３,３０９ ▲１８.８ 

２）予算概要 

庄原処理区では、庄原駅周辺地区において管渠築造工事（Ｌ＝２５４ｍ）の実施を、東城処

理区では、川西地区において管渠築造工事（Ｌ＝５４０ｍ）の実施を計画している。特定環境

保全公共下水道事業については、庄原処理区で本町地区の管渠築造工事（Ｌ＝４１６ｍ）の実

施を、総領処理区においては、長寿命化計画策定業務の実施を計画している。今後は、供用開

始の早い処理区から順次、長寿命化計画を策定していく予定である。 

 歳入では、使用料を３億１,３６１万円見込み、一般会計繰入金は、４億２,８６６万円を

計上している。 

 

10101010    農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計農業集落排水事業特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ３５４,１９５ ３７７,２６５ ▲２３,０７０ ▲６.１ 

２）予算概要 

平成１８年度から着手していた高野町湯川地区の事業は、平成２４年度で終了している。来

年度以降、ストックマネジメント事業（長寿命化事業）に取り組む予定である。 

歳入では、使用料を、庄原地域・西城地域、高野地域分の８,４９６万円を見込んでいる。一

般会計繰入金は、２億６,８４６万円を計上している。 

 

11111111    浄化槽整備事業浄化槽整備事業浄化槽整備事業浄化槽整備事業特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ２４５,５６０ ２３３,７６６ １１,７９４ ５.０ 

２）予算概要 

公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、公共用水域の水質保全と

住みよい生活環境の整備に向けて、庄原市が事業主体となり、市内全域で１１５基の市町村設

置型浄化槽の整備を予定している。 

 歳入では、分担金を３,４５０万円、使用料を４,３７９万円見込んでいる。一般会計繰入

金は、５,８２７万円を計上している。 

 

12121212    簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ３８９,３９３ ４９８,１５７ ▲１０８,７６４ ▲２１.８ 
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２）予算概要 

歳出では、施設管理事業について、市内８の簡易水道施設の維持管理経費等を計上し、安全

かつ安定的な水道水の供給を行うために計画的な修繕や施設管理業務を行う。 

 施設整備事業は、高野簡易水道下門田地区のクリプトスポリジウム対策としての新市地区か

らの送水管の整備及び道の駅建設に伴う水量増加に対応するため新市浄水場の整備事業費５,

１７０万円と道路改良に伴う配水管の支障移転に係る事業費１,１４８万円及び西城支所中央

監視装置更新工事９８８万円を計上している。 

 歳入では、使用料を１億３,１４９万円、一般会計繰入金を１億９,８５２万円見込んでいる

ほか、高野地区施設整備事業に係る国庫補助金１,４５２万円及び市債３,７００万円を計上し

ている。 

 

13131313    工業団地造成事業特別会計工業団地造成事業特別会計工業団地造成事業特別会計工業団地造成事業特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ３９,９５０ ４５,６８２ ▲５,７３２ ▲１２.５ 

２）予算概要 

 本年度の分譲については、３,０００㎡の売却を見込んでおり、不動産売払収入３,９９０万円

としている。 

 歳出では、分譲地の整備委託料及び測量業務委託料を計上している。 

 また、不動産売払収入から歳出を差し引いた差額３,８３８万円については、一般会計へ繰り出

すこととしている。 

 

14141414    宅地造成事業宅地造成事業宅地造成事業宅地造成事業特別会計特別会計特別会計特別会計    

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２５年度 平成２４年度 増減額 増減率 

予算額 ３,１７３ １,６１８ １,５５５ ９６.１ 

２）予算概要 

住宅用地として７区画分を整備し、現在２区画が分譲済みである。平成２５年度では、残区

画の分譲を見込んでおり、財産売払収入のうち３０８万円を一般会計へ繰り出すこととしてい

る。 
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